




A Study on Place Attachments as Fostered by Geopark–Activities:  





雲仙普賢岳の火砕流災害 （1）による避難命令解除から約 10 年後の 2007 年、長崎県島
原市で火山都市国際会議が開催された。このとき来日した外国人から、なぜ火山の近
くのこんな危険な場所に暮らすのか、なぜ別の場所に移り住まないのかと尋ねられた
島原の人々は、「おやま（雲仙普賢岳）は 200 年に 1 度くらいは火山活動が活発になっ
て、この前のような大災害になるけど、5 年くらい我慢していればあとの 195 年はこ
の島原の自然の恵みの中で暮らしていける」と答えたという （2）。2011 年、東北地方太




























































































































































































次に、室戸ユネスコ世界ジオパーク（事例 3）は、2011 年 9 月、世界ジオパーク







































1991 年の雲仙普賢岳の火砕流発生から約 5 年間は活発な火山活動がつづき、さらに



























































































































































（1） 1990（平成 2）年 11 月から噴火活動を再開した雲仙普賢岳は活発な活動を続け、1991（平
成 3）年 6 月 3 日、噴火開始後最大規模の火砕流が発生し、死者・行方不明者 43 人の被
害をもたらした。噴火活動は長期化し、土石流や火砕流等により家屋、道路、農地等に
甚大な被害をもたらした。内閣府中央防災会議災害教訓の承継に関する専門調査会報告
書平成 19 年 3 月 1990–1995 雲仙普賢岳噴火　http://www.bousai.go.jp/kyoiku/kyokun/
kyoukunnokeishou/rep/1990-unzenFUNKA/　（最終アクセス日 2016 年 9 月 19 日）
（2） 2015 年 7 月　杉本伸一氏（内閣府火山防災エキスパート・三陸ジオパーク推進協議会上席
推進員・火山都市国際会議島原大会事務局長（2006～2007））に筆者が行ったインタビュー
調査から抜粋。
（3） 2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分　北緯 38 度 06.2 分　東経 142 度 51.6 分　深さ 24㎞を震源
とするマグニチュード 9.0　最大震度 7 の地震。気象庁　http://www.data.jma.go.jp/svd/
eqev/data/2011_03_11_tohoku/　（最終アクセス日 2015 年 10 月 7 日）
（4） 2016 年 4 月 16 日 01 時 25 分　 北 緯 32 度 45.3 分　 東 経 130 度 45.8 分　 深 さ 12km を 震
源とするマグニチュード M7.3　熊本県熊本地方の地震。気象庁　http://www.data.jma.
go.jp/svd/eqev/data/kyoshin/jishin/1604160125_kumamoto/index.html（最終アクセス日
2016 年 9 月 15 日）
（5） 日本国内のジオパークとジオパークをめざす地域をサポートし、ジオパークのネットワー
キングの軸となる特定非営利活動法人（NPO 法人）　http://www.geopark.jp/　（最終アク
セス日 2016 年 11 月 3 日）
（6） ジ オ パ ー ク と は 何 で す か？　NPO 法 人 日 本 ジ オ パ ー ク ネ ッ ト ワ ー ク　http://www.
geopark.jp/about/　（最終アクセス日 2016 年 11 月 3 日）
（7） 2015 年 11 月、「世界ジオパーク」はジオパークがユネスコの正式プログラムとされたこと




関。ジオパークがユネスコの正式事業になったことをうけ、2016 年 1 月 25 日に、日本にお
けるユネスコ世界ジオパーク事業の、登録審査業務に関して権限を持つ機関であるナショ
ナル・コミッティとして、日本ユネスコ国内委員会より正式に認証された。Japan Geopark 
Committee（JGC）　http://jgc.geopark.jp/　（最終アクセス日 2016 年 11 月 3 日）
（9） JGN 構成市町村数　http://www.geopark.jp/geopark/jgn-lg.pdf　（2016 年 9 月 9 日現在）






に重点が置かれている。現在、日本の登録件数は 7 件。  
　2010（平成 22）年 1 月、生物圏保存地域（BR: Biosphere Reserves）により親しみを
もってもらうために、BR を日本国内ではユネスコエコパークと呼ぶことが日本ユネスコ
国内委員会で正式に決定。文部科学省　http://www.mext.go.jp/unesco/005/1341691.html　





ス日 2016 年 9 月 19 日）
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